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1.は じ め に
計量経済学的実証分析には,あ る特定の経済問題を解明す るとい うことに
重点をおいたものと,特 定の経済問題を扱いはするが主たる関心はむ しろ分
析方法や新 しい分析用具のテス トにおいてい るものがある。本書はむ しろ後
く　　
者 に属 してい る とい って よい。共 分散分析法や,時 系列 デ ータと横断面 デー
く　ク
タの リソク等はその1つ である。
電力の使用はある種の電気機器の使用 と補完関係に立ってい るため,電 力
需要を分析す るには電気機器のス トックの変動およびその使用度を決定す る
要因を明 らかに しなければな らない。電気機器への需要関数が重要な役割を
果すのは このためである。 ところが電気機器の需要関数は耐久財需要分析の
くヨウ
ひ とつ として,最 近 めざま しい発展をみた研究分 野であ り,本 書はその成果
を と りいれ,さ らに現実の データーについてその検討を試みてい る。
(1)共 分 散 分 析 に つ い は た と え て ばMood,A.M.;Introduction彦otheTheoryof
Statistics,1950,pp.350-358.
(2)cf.Kuh,E;TheValidi七yofCross-SectionallyEstimatedBehavior
EquationsinTime-SeriesApplica七ion,Econometrica(Apri1,1959)
(3)代 表 的 な も の に
s七〇ne,J.R・&Rowe,D.A.:TheMarketDemandforDurableGoods,
Econometrica(July,1957)
Harberger,A.C、(ed,);The1)emαnaforDurableGoods,1960.
Dernberg,T.Ee七a1;StudiesinHouseholdEconomicBehavior,1958.
一64一 商 学 討 究 第14巻 第3号
1945-57年の アメ リカ経済の電力需要を対象に し,家 庭用需要 と,産 業用
需 要に分 ける。前 者は さ らに短期 と長期に,後 者は技術不変 と技術可変に分
かたれてい る。
2.家 庭 電 力 需 要
家庭の電力需要は家庭の保有す る各種の電気器機の用役に対す る需要か ら
ひ きだ され る。す なわ ち
Dt・=-YKitWit(1・1・1)
i
Dt;t期の全家庭用電力需要量(KWH)
Wit;t期のi電 気製品の全家庭保有量
Kit;t期のWitの使用度(KWH)
短期 的には電気器機の ス トックが コンス タ ソ トと考 え られ るか ら,Dを 決定
す るのはKで あ り,し たが ってKの 決定 因子 を 明 らかに しなけれ ばな らな
い。 これは
Kit=AiPωiYiβi(1・1。3)
Pt;家庭用 電力の1KWH当 り平均料金(実 質)
Yt;1人当 り個人所得(実 質)
い ま1時 間の正常使用KWHを 単位 と して尺度変数を行 うと
Kit=BiPtαiYtβi(1・1・6)
またW.も 同様に尺 度変数 して(1・1・6)を(1・1・1)に代入すれぽ
　コ
Dt・ ・21BipttuiYt8i(1・1・7)
i躍1
i電 気 製 品 の 使 用 度 を 時 間 に 関 し て 平 均 す れ ぽ(1・1・6),(1・1・7)は
Ci=BiPωiマβi(1・1・10)ハ
D,・=.XCi(Pt炉)ati(Yt/Y)βiWit(1・1・12)
ia・1
(1・1・12)式は まず デ ーターの点が きわ めて不便な式であ り,全 家庭電力需
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要 を 知 る こ とが 当 面 の 目的 で あ る か ら次 の よ うな 第 一 近 似 を 試 み る 。
Dt・C(Pt/P)ω(Yt/Y)βΣWit(1・1・13)i
〈1・1・12)と(1・1・13)の比較か らC,α,β はそれぞれ(Wit,Yt,Pt,αi,
βi),(Wit,Yi,C五,βi),および(Wi七,Yi,Ci,αi)』の加重平均 である ことが
わ かる。 さ らにCiの 代 りCを とつた ことは電気器機の保有量 の 構成 が不変
と仮定 してい ることにひ としい。 さて(1・1・13)の対数を とると推定式は
D,t・A,+αP!、+βY,t+W/t+Ut(1・2・1)
ところが この時系列 データーは系列相関 の危険が あ り,そ の上,P/t,Y!tに
も高 い 相関 の 可能性が あ るため 線型重合 の 問題を は らんでい る か も しれ な
"L・。 これ らの統計上の難 点を回避す るために対数値の第1開 差を とることに
す る。
△D/t・==α△P/t十β△Y/t十k十u,t(1・2・1),
℃vertimeには もちろん保有す る電気器機の構成 が変 り,し たが って(1・2・
1)ない し(1・2・1),を短期需要 の 推定式 とす る ことは できない。 なぜ な ら
ばC,α,β がWitを 加重 として含んでい るため,(1・1・13)式を近似式 と し
て選 ぶ ことがで きないか らであ る。 しか し,電 気器機 の構成 の変化 が主 と し
て電 気器機の保有量 の保有に よってきま り,ま た後者は大体指数的に増加す
るな らば,対 数の第1開 差を とる ことに よって この 部分は 定数項kに 吸収
され て しま う。 さて,(1・2・1アを各州について 推定す れぽ 次の よ うな興味
あ る結果が生れ る。kし たが ってまた(こ れを年成長率 で表わ した)年 独立
ヤ成 長 率 と推定式 の重相関係数 の間には関係があ り
,成 長率が小 さな ときに重
相 関係数は大 き く,逆 の場合 は逆 である。 これは上に のべ た よ うにk,し た
が ってまた年 独立成 長率 の主要 な内容は電気機器 の保有量増加率で あ り,さ
らに この場合には保有量構…成 に も大 きな影響 を与 えるため,近 似式(1・1・13)
が モ デル と して不適当にな るためである。 さて,総 人 口に対す る都市人 口の
岡割合を都市 化の指 標に と り
,こ れ と所得弾力性 βとの関係をみ ると,都 市化
の 度合が高ければ高いほ ど所 得弾力性 も大 きい とい う傾 向が見 られ る。 この
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点を さ らに 立入 って 検べ るために 各州を 都市化 の 程度に したが って 順序 づ
け,い くつか の等質的なグル ープに分割 す る。 したが って分割 された 各グル
ープについて の電 力需要 の分析が,個 々の州の分析 よ りも一層多 くの経済的
なイ ソプ リケー シ ョンを提供す る ものと期待 されてい るのであ る。 ところで
いかなる グル ープ分けが適切 かは,そ のグル ープのHomogeneityをテス ト
す ることに よって達せ られ,こ れに用い られ るのが共分散分析であ る。本書
39ペー ジー50ページに は この分 析 結 果がのべ られてい る。 ただ し手 続につい
て はふれていない ので これを簡単 に註記 して お こ う。まず47州を都市化 の順
位 に よってA,B,C,D,E,Fの グル ープに分け る。検定 は次 の3つ で
あ る。
① 検定 され るグル ープに属す る州の回帰式 の総合 的なHomogeneityの
検定
② 上 のグル ープの回帰式 におけ る αお よび βのHomogeneity検定
③ ② の検定 でHomogeneity仮説が撰択 された とき,上 の グル ープの鳳
帰式におけ るkのHomogeneity検定
まず(1・2・1)'を次の よ うにか き直す。
y,===k+αx、t+βx2t+u/t(1・2・1)"
最初 にAグ ル ープ(8州 が これに属す)を テス トす る。原資料 は1945-57年
の時系列 であるが,(1・2・1)"の変数は対数第1開 差であ るか ら各州の標本
は12個ではな く11個である。そ こで次の よ うな共 分散分析表 を用 意す る。 こ
の計算 か ら,上 の3つ の検定はF検 定量を用いて行われ る。
① 総合検定
Fr墨 査丑(21・64)
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共 分 散 分 析 表
?ー?
?
?
?
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自由度
?
?
?…
?
?
?
?
?
80
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N
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② α,βの検定
F・一普(14,64)
③kの検定
F・一÷(7・64)
他方,全米47州の総合Homogeneity検定,お よび回帰係数 のHomogeneity
検定統計量はそれぞれF(138,376),F(92,376)であ る。計算結果 では全米
を1つ に ま とめ る よ りも上 の よ うに6グル ープに分けた方が よ く,さらに各 グ
ル ープは3つの検定にほぼ パス してい るため,このグル ープ分けは適切 とみて
よい。 さて,こ れに よる と,都 市化 の程度が最 も高いAグ ル ープに属す る諸
州は βの ラソクが高 く,Bグ ル ープ,Cグ ル ープに うつる につれて βの ラ ソ
ク も低 くなる。 これは 都市化 の 度合が高 いAグ ル ープは 相対的に 富裕 であ
り,電気製品 も相対的に贅 沢品的性格 の ものを買入れた り,その集約 的使用 も
した りす る傾 向が あ る。 もっとも所得水 準の高い このグル ープでは旅行そ の
他 の外部活動 が多 く,家 庭電力需要はかえ って減退す る よ うに考 え られ るか
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も しれ ない。 しか し,こ れ ら富裕家計 の外部活動はかな り低所得水準か らは
じまってい るため総括的 にみて都市化 のすす んだ所得 水準の高いAグ ル ープ
・は所得弾力性 も高 い。他方 ,都 市 化の低い グル ープでは所得水準 の上昇 とと
もに急速 に旅行 その他 の外部活動が ふえて電力需要の減 少を伴 ない,さ らに
これ らの グル ープに属す る郡部世帯では,所 得が移住費用を提供 して くれ る
ため,移 民 の 速度がは やま り,家 庭電 力 需要は ます ます 減退す る傾 向があ
る。 したが って,都 市化 の程 度の低い グル ープでは所 得水準 の上昇 とともに
む しろかえ って電力需要の減退 さえみ られ る。す なわ ち所 得弾力性 は絶対値
こそ小 さいが マイナスの値を もってい る。 また電力需要 の価 格弾力性 はお し
なべて小 さいが,都 市化 のお くれてい るグル ープでは相対的 に高 く,都 市化
のすす んでい るグル ープではほ とん ど零に近い。 これは前者 では使用電 気器
機が電気洗濯機,電 気掃 除機 の よ うに主婦 の労 働 と容易に代 替でき るものが
多 く,電 力料金 の変動に よって この代 替が考慮 され るためであ る。
次に家庭 の電力に対す る長期需要について のべ る。 さきの(1・1・1)から
長 期需要は 電気製 品の 保有量 の変動をゆ るした 場合 に おけ る需要で あ るか
ら,電 気機器需要 の決定要 因を まつ 明 らかに して おか なければな らない。 ス
トヅクの需要について これ まで しぼ しば登場 した説 明原理はいわゆ るス トッ
ク調整原理 である。 しか るに この原理は,現 存 ス トックと所 望 ス トックに開
離が あ った ときに これ を うめ るよ うに行動す るとい うので あるが,こ の場合
当該経済主体が保有す る現存 ス トヅクは零ではな く,し たが って現存ス トヅ
クに さ らに追加す るか,そ れを維持す るか,ま たは更新を一部 または全部 さ
しひかえ るか,そ のいつれかの行動を とるもの と仮定 されてい る。 ところが
電 気製 品の場合は,現 在 の保有者が 追加需要す るとい うよ りも全 く新規に需
要 す るとい うのが一般 で あるため,ス トック調整原理は適当 でない。そ こで
ブイ ッシャーは伝染 病モ デル(Contagiousdiseasemodel)を提案す る。あ
たか も伝 染病 の よ うに,現 在の ス トヅク保有者数は 過去 の ス トック保有者
数,ス トック保有に対 して免疫 にな ってい る家計数,そ の他保有性 向に影響
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されやすい諸要因に依存 している。さらに従来の耐久財需要の長期モデルと
異な り,価格効果を綿密に分析する。 さて このモデルに よると,電 気機器の
ス トック需要は次のように伝播す る。
課 誠 轟)v"y・OP'2E・tT'3G・tT'4(-Htin',)T"s(二蹟 「)07'6
×M、η・7P3・8γ、、η・9V、'7ii・U、t
YtE;t期の正常所 得
Eit;i電気製 品価格
Git;i電気製 品の代替品(ガ ス製 品)価 格
Ht;1人当 りの電力需用者数
Ft;人 口
Mt;t期の平均結婚 数
Yit;i電気製 品の正常使用(時 間当 り消費電力量(KWH)
Vt;平均 ガス料金(正 常使用1時 間当 り)
Uit;境乱項
推定 の結果,価 格 の効果は きわめて小 さい。あ る電気製 品の伝播が飽和 点に
達 してい る都市化 の進んだ地域では,モ デルの重要な決定 因子 は経済 的変数
よ りも人 口や,結 婚数等 のdemographicな変 数であ る。他方,そ れが飽和
点に達 していない都市化 のお くれてい る地域 では,経 済変 数が決定 因子 と し
て は るかに重要であ る。 さ らに耐久 財需要 モデルで しば しば試 み られ る恒常
(正常)所 得仮説につい ては否定的であ る。た しかに電気製品 の購 入決 意に
影響を与 えるのは恒 常所得 であ るが,現 実の購 入能力は現在所 得であ る。
3.産 業 用 電 力 需 要
産業用の電力需要は技術不変の場合 と可変の場合で大きな相違がある。ま
ず技術不変 の場合か らは じめる。産業用電力の需要にはその工場または事業
所の生産活動水準にかかわ りな くほぼ コンスタソトな不変需要部分 と,活動
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水準にほぼ比例す る比例需要部分 とがある。さらに電力料金が活動水準や生
産物構成に変化を考慮にいれて次のようなモデルを考える。
D,,,・-K+βX,、t+αPノUt(4・2・3),
ここで電金料金率の変動が とくに大きな影響を もつ。 これは第1に 生産費を
変 動 させ,消 費者の商品価格に影響す ることに よって消費者による需要の代
替を もた らす。第2に 商品に よって電力費の原価比率が異なるため生産上の
代 替を もた らす。これ らは生産物(商 品)構 成を変化 させ,電 力需要を変え
てい く。 とくに横断面分析でみた電力料金率の地域格差が生産物構成の地域
間分布に与える影響は,時 系列分析でみた電力料金率の一般的変動による全
国 的な調整効果よりも大 きい。 したがって,横 断面資料に よる価格弾力性は
産業用電力需要モデルにおけ るαの上限値を与える。 これは料金率の地域格
差は生産物構成 の地域間調整を もた らすのに,一 般的な料金率の変化は生産
物,生 産行程の一般的調整を必要とし,そ の効果には時間がかか り,さ らに
は効果 も小 さい。これが時系列分析,横 断面分析の リソクにまつわ る難問で
あ る。 しか しこの点を考慮 してもなお産業用電力需要は高い価格弾力性を示
している。
次に技術変化の場合を考える。ここでは電力投入係数の変化率を技術変化
の指標と考える。 さらに技術不変を仮定 した価格弾力性の最大値は さきに推
定 されたか ら,別 に計算 された料金率の変化率か ら,料金率の変化に よる需
要 電力量が算定 され るか ら,この分を控除して技術変化に伴 う投入係数がえ
られ,し たが ってその変化率が求め られ るのである。これに よると投入係数
変化率と原価比率の間に さほ ど有意な順位相関はみ とめ られないが,原 価比
率の高い 産業ほ ど投入 係数の上昇率は小 さい とい う傾向はみ られる。 しか
し,総体的にみてその変化は小 さく,電力需要に関 して技術変化は中立的な
い し,や や電力使用的である。
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4.む す び
電力需要の急速の増加を可能にす るものは家計においては新 しい電気製品
の利用であ り,産業にとっては十分に費用節減的ではあるが電力使用的な新
しい生産工程,生 産方法の出現である。革新が電力需要増大の最大の決定要
1因であるとい うのがその結論℃ある。
